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新年明けましておめでとうございます。

昨年はアンケートをはじめとして国交管ユニオンの運動への

ご理解とご協力をいただき、ありがとうございました。

管理職員の皆さまにおかれましては、年末年始に日本列島に

押し寄せた寒波の影響で、それぞれの部署で奮闘され、ゆっく

り正月を過ごせなかった方もたくさんおられると思います。本

当にお疲れ様でした。

さて昨年を思い返せば、４月期人事ではそれまでは当然視され”悪しき慣習”と

なってきた勧奨退職を前提とした人事管理の流れが大きく崩れ去った、言わば歴史

的転換点の出来事がありました。業務執行においては、維持管理費が大幅に減らさ

れて、適正・適切な維持管理が出来ずに、苦情対応に大わらわと言った状況があり

ました。

それと何と言っても、国の出先機関の廃止と権限の移譲を進める「地域主権戦略

会議」が、改革の工程を示す「アクションプラン（案 」を決定し、関連法案を２０）

１２年の通常国会に提出し、２０１４年度中に事務・権限の移譲を行うというスケ

ジュールが出来上がってしまったことです。

国交管ユニオンは１９９８年に結成してから今年で１３年目を迎えます。結成時

は２６２名だった組合員は６００名近い組織となり、無権利状態で当局に意見さえ

言うことができなかった管理職員の権利と利益をまもり発展させる役割を十二分に

果たしてきました。

出先機関の廃止と権限の移譲に向けての流れは確実に動いています。私たちは国

土の保全や国民の安全と安心をまもるのは国の責務だと考え、昨年来から地方議会

への請願行動などを行い、多くの自治体で賛同の声を頂いています。

今年は一斉地方選挙が行われる年でもあり、さらに幅広くより多くの地方議会へ

、” ” 。私たちの声を届けることが出来れば 応援団の輪 がもっと広がることとなります

ところで、国土交通省内の一般職員で組織する労働組合は、今年の大会で組織統

一することが決定されています。省内に大きな影響力を持つ一大勢力となり、要求

実現に向けた運動も大きく飛躍することを願っている一方で、私たちの組織も「国

土交通省管理職ユニオン」との名称であり、旧建設省内のみにとどまらない、省内

の管理職員全体を視野に入れ、ウイングを広げての組織活動と組織拡大を進めて行

ければと考えています。

ユニオン運動に対し、皆さま方のさらなるご理解とご協力を頂くことにより、

管理職員の悩みや要求を解決できる力も倍増することとなり、その力を糧に何とし

ても組織と処遇を前進させる１年とすることを決意し、２０１１年の年頭にあたっ

てのご挨拶とさせていただきます。

国土交通省管理職ユニオン 中央執行委員長 岡村昌美

ウ
イ
ン
グ
広
げ
、
職
場
と
国
民
の
安
全
・安
心
守
れ
の
大
運
動
を



人
員
移
譲

具
体
的
身
分
保
障

の
方
向
一
切
無
し

事
務
・
権
限
の
移
譲
に
当
た

っ
て
は
「
出
先
機
関
単
位
で
全

て
の
事
務
権
限
を
移
譲
す
る
こ

と
を
基
本
に
」
全
国
一
律
・
一

斉
に
こ
だ
わ
ら
ず

「
広
域
で

、

意
思
統
一
で
き
た
と
こ
ろ
か
ら

移
譲
す
る
仕
組
み
」
と
し
、
移

譲
を
受
け
よ
う
と
す
る
地
域
と

十
分
な
協
議
・
調
整
を
行
う
と

し
て
い
ま
す
。

職
員

財
源
に
つ
い
て
は

移

、

「

譲
対
象
機
関
の
職
員
の
身
分
取

扱
に
係
る
所
要
の
措
置
を
講
ず

る
」
と
し

「
総
合
的
な
調
整

、

を
行
う
た
め
、
国
と
地
方
の
関

係
者
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
横
断

的
な
体
制
を
整
備
」
す
る
と
し

て
い
る
だ
け
で
、
具
体
的
な
身

分
保
障
の
在
り
方
な
ど
は
一
切

示
し
て
い
ま
せ
ん
。

財
源
に
つ
い
て
も
「
移
譲
さ

れ
る
事
務
・
権
限
の
執
行
に
必

要
な
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
と

し

「
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
で
大
幅

」
な
移
譲
が
行
わ
れ
る
場
合
は
、

税
源
移
譲
に
つ
い
て
も
検
討
す

る
」
と
、
具
体
的
保
障
は
何
も

示
し
て
い
ま
せ
ん
。

道
路
・
河
川
の
移
譲

に
当
た
っ
て
は
「
市

町
村
の
意
見
を
聞

く
こ
と
」
を
明
記

「
地
方
自
治
体
が
特
に
移
譲
を

要
望
し
て
い
る
事
務
・
権
限
」

と
し
て
直
轄
道
路
、
河
川
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
を
あ
げ
て
い
ま

す

直
轄
道
路

河
川
と
も

一

。

、

「

つ
の
都
道
府
県
内
で
完
結
す
る

も
の
に
つ
い
て
は
原
則
移
管
を

基
本
と
し

そ
れ
以
外
も

個

」
、

「

別
協
議
に
基
づ
く
移
管
が
早
期

に
実
現
す
る
よ
う
、
そ
の
対
象

の
拡
大
も
含
め
て
…
…
…
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
く
」

と

し
て
い
ま
す
が
、
河
川
、
道
路

と
も
「
移
管
に
際
し
て
は
関
係

市
町
村
の
意
見
を
聞
く
」
こ
と

が
戦
略
会
議
の
（
案
）
か
ら
追

加
さ
れ
て
い
ま
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
国
と
自
治

体
が
運
営
協
議
会
の
設
置
な
ど

に
よ
り
一
体
的
に
運
営
し

当
、「

該
一
体
的
運
営
を
３
年
程
度
行

い

「
そ
の
成
果
と
課
題
を
十

」
、

分
検
証
し
、
権
限
移
譲
に
つ
い

」

、

て
検
討
す
る

と
な
っ
て
お
り

道
路
、
河
川
の
移
譲
方
針
と
は

大
き
な
違
い
を
見
せ
て
い
ま

す
。
そ
し
て

こ
れ
ら
の
移
譲
を

円

、

「

滑
か
つ
速
や
か
に
実
施
す
る
た

め
の
仕
組
み
を
地
域
主
権
戦
略

会
議
の
下
に
設
け
る
」
と
し
て

い
ま
す
。

こ
の
閣
議
決
定
で
明
確
に
な

っ
た
こ
と
は
、

①

ブ
ロ
ッ
ク
単
位
で
移
譲

②

２
４
年
通
常
国
会
に
法
案

提
出
、
２
６
年
度
中
に
移
譲

③
道
路
、
河
川
は
こ
れ
に
先
行

し
て
移
譲

と
言
う
こ
と
で
、
新
た
な
局
面

に
突
入
し
た
と
言
え
ま
す
。

ユ
ニ
オ
ン
は
地
域
主
権
・
出

先
機
関
廃
止
は
「
国
民
を
守
る

国
の
責
任
を
放
棄
す
る
も
の
」

と
各
地
で
宣
伝
、
地
方
議
会
請

願
な
ど
を
進
め
て
い
ま
す
が
、

少
な
く
な
い
自
治
体
か
ら
請
願

採
択
、
賛
同
が
寄
せ
ら
れ
て
い

ま
す
。
い
よ
い
よ
正
念
場
、
こ
う
し

た
自
治
体
、
住
民
と
力
を
合
わ

せ
、
奮
闘
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

人
事
院
は
昨
年
１
２
月
「
高

齢
期
雇
用
問
題
に
関
す
る
検
討

状
況
の
整
理
」
を
公
表
し
ま
し

た
。
こ
れ
は
年
金
の
支
給
開
始
年
齢

引
き
上
げ
に
伴
い
、
平
成
２
５

年
度
退
職
者
か
ら
年
金
支
給
が

ゼ
ロ
と
な
る
た
め
、
雇
用
と
年

金
支
給
の
連
携
を
は
か
る
た

め
、
人
事
院
が
定
年
延
長
を
中

心
に
そ
の
制
度
を
検
討
し
て
い

た
も
の
で
、
昨
年
の
勧
告
で
は

２
０
１
０
年

中
に
政
府
に

対
し
て
具
体

的
意
見
の
申

し
出
を
行
う

予
定
を
明
ら

か
に
し
て
い

ま
し
た
。

今
回
「
…

検
討
状
況
の

整
理
」
と
な

っ
た
の
は
定

年
延
長
そ
の

も
の
の
是
非

定
年
延
長
時

も
含
む
高
齢

期
の
賃
金
水

準
、
役
職
定

年
制
の
あ
り

方
な
ど
、
政

、

、

府

各
省
庁

労
働
組
合
な

ど
で
多
く
の

意

見

が

あ

り
、
再
度
意

見

を

ま

と

め
、
実
施
可

能
な
制
度
の

構
築
を
は
か

ろ
う
と
す
る

も
の
で
す
。

こ
の
「
…
検
討
状
況
の
整
理
」

に
よ
れ
ば
、
人
事
院
の
こ
れ
ま

で
の
検
討
状
況
を
示
す
と
共
に

雇
用
と
年
金
の
連
携
方
策
と
し

て
「
段
階
的
な
定
年
延
長
を
行

う
こ
と
が
適
当
と
判
断
」
と
し

て
「
６
０
歳
以
降
給
与
を
相
当

程
度
引
き
下
げ

（
Ａ
案

「
給

」

）

与
カ
ー
ブ
全
体
を
見
直
し
、
６

０
歳
前
後
で
給
与
を
連
続

Ｂ
」（

）

。

案

な
ど
を
例
示
し
て
い
ま
す

ま
た
、
役
職
定
年
制
導
入
の

可
否
（
人
事
院
は
導
入
の
検
討

）
、

、

が
必
要
と
判
断

対
象
官
職

年
齢
な
ど
の
論
点
を
示
し
、
そ

れ
ぞ
れ
の
メ
リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ

ッ
ト
を
示
し
て
い
ま
す
。

人
事
院
に
職
場
の
意
見
・

要
求
を
反
映
さ
せ
よ
う

そ
し
て
こ
れ
ら
に
関
し
、
関

係
者
（
各
省
庁
、
職
員
団
体
）

有
識
者
か
ら
の
意
見
を
列
挙

し

「
各
府
省
、
職
員
団
体
に

、
２
月
半
ば
を
目
途
に
意
見
の
提

出
」
を
求
め
て
い
ま
す

（
詳

。

細
は
人
事
院
Ｈ
Ｐ
を
参
照
）

ユ
ニ
オ
ン
は
該
当
す
る
管
理

職
員
を
組
織
す
る
唯
一
の
労
働

組
合
で
す
。
こ
れ
ま
で
に
ア
ン

ケ
ー
ト
な
ど
を
通
じ
、
一
定
の

意
見
を
集
約
し
て
き
て
い
ま
す

が
、
改
め
て
意
見
・
要
求
を
集

約
、
人
事
院
に
反
映
す
る
予
定

で
す
。

具
体
的
に
は
２
月
５

日
の
支
部
委
員
長
・
中
執
合
同

。

、

会
議
に
持
ち
寄
り
ま
す

是
非

皆
さ
ん
の
意
見
を
聞
か
せ
て
下

さ
い
。

出先機関の原則廃止・アクションプランを閣議決定
道路・河川は移譲範囲を広げ、早期実現を明記

２
４
年
法
案
提
出
、
２
６
年
中
に
移
譲
目
指
す

人
員
移
譲
は
横
断
的
な
調
整
体
制
整
備

政
府
は
昨
年
１
２
月
２
８
日
「
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
～
出
先
機
関
の

原
則
廃
止
に
向
け
て
～
」
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。
決
定
で
は
出
先
機

関
の
事
務
・
権
限
を
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
で
移
譲
を
推
進
す
る
た
め
広
域
的

実
施
体
制
を
作
る
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
法
整
備
を
２
４
年
の
通
常
国

会
に
提
出
、
２
６
年
度
中
に
移
譲
を
目
指
す
と
し
て
い
ま
す
。

人事院が

を公表「高齢期雇用問題に関する検討状況の整理」
＝ ＝定年延長を前提に６０歳以降の賃金大幅ダウン


